特　別　会　計 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　特別会計（企業会計を除く。）についても、先に述べた予算編成の方針を基本としながら、それぞれの会計の設置趣旨や目的に沿うよう十分に配慮して平成26年度当初予算を編成しました。
　その総額は、1兆3,802億67百万円で、平成25年度当初予算に比べて250億11百万円の増となっています。

　各特別会計の予算額は、第７表のとおりです。
第　7　表
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当初予算額 当初予算額 最終予算額

（Ａ） （Ｂ） （Ｃ）

差引（Ａ）－（Ｂ） (A)/(B) 差引（Ａ）－（Ｃ） (A)/(C)

％ ％

日本万国博覧会記念公園事業

5,297,243 - - 5,297,243

皆増

5,297,243

皆増

就 農 支 援 資 金 等

52,828 47,755 47,755 5,073 110.6 5,073 110.6

流 域 下 水 道 事 業

77,167,337 71,178,411 70,627,059 5,988,926 108.4 6,540,278 109.3

大 阪 府 営 住 宅 事 業

98,556,320 146,399,666 149,443,538

△

 47,843,346 67.3

△

 50,887,218 65.9

港 湾 整 備 事 業

8,064,222 6,875,633 6,945,209 1,188,589 117.3 1,119,013 116.1

関西国際空港関連事業

21,477,695 16,289,259 16,210,707 5,188,436 131.9 5,266,988 132.5

箕面北部丘陵整備事業

7,055,557 3,244,721 3,277,377 3,810,836 217.4 3,778,180 215.3

不 動 産 調 達

6,066,957 567,749 567,749 5,499,2081,068.6 5,499,208 1,068.6

公 債 管 理

1,124,943,900 1,081,299,276 1,081,611,951 43,644,624 104.0 43,331,949 104.0

市町村施設整備資金

16,060,202 10,726,211 13,832,069 5,333,991 149.7 2,228,133 116.1

証 紙 収 入 金 整 理

11,383,090 10,976,679 10,819,637 406,411 103.7 563,453 105.2

母 子 寡 婦 福 祉 資 金

1,393,745 922,277 922,277 471,468 151.1 471,468 151.1

中 小 企 業 振 興 資 金

2,692,149 6,671,940 6,222,666

△

 3,979,791 40.4

△

 3,530,517 43.3

沿 岸 漁 業 改 善 資 金

39,024 39,489 39,489

△

 465 98.8

△

 465 98.8

林 業 改 善 資 金

16,525 16,536 16,536

△

 11 99.9

△

 11 99.9

合 計

1,380,266,794 1,355,255,602 1,360,584,019 25,011,192 101.8 19,682,775 101.4

特 別 会 計 歳 入 歳 出 予 算

平成２５年度

会　　　　計　　　　名

比　　　　　　較

当　初　比 最　終　比

（単位：千円）


■　日本万国博覧会記念公園事業特別会計

　この会計は、平成26年4月に独立行政法人日本万国博覧会記念公園機構から移管された日本万国博覧会記念公園を管理運営するため、平成26年度に新たに設置されたものです。

　平成26年度当初予算は、歳入歳出それぞれ52億97百万円です。

　歳入予算の主なものは、不動産貸付収入16億97百万円、公園事業使用料11億2百万円です。

　また、歳出予算の主なものは、公園管理費31億46百万円です。

■　就農支援資金等特別会計

　この会計は、青年等の就農促進のための資金の貸付け等に関する特別措置法に基づき、青年等に対し就農促進を図ることを目的として、資金の貸付けを行うために設けられているものです。

　平成26年度当初予算は、歳入歳出それぞれ53百万円で、25年度当初予算に比べて5百万円の増となっています。

　歳入予算の主なものは、前年度繰越金47百万円、貸付金元利償還金4百万円です。

　また、歳出予算の主なものは、青年等就農者の就農促進に必要な資金の貸付金24百万円です。

■　流域下水道事業特別会計

　この会計は、流域下水道施設及び流域汚泥処理施設の整備並びに維持管理事業の収支を経理するために設けられているものです。

　平成26年度当初予算は、歳入歳出それぞれ771億67百万円で、25年度当初予算に比べて59億89百万円の増となっています。

　歳入予算の主なものは、一般会計からの繰入金175億72百万円、建設費等の財源としての国庫補助金113億70百万円、市町村からの施設維持管理負担金199億9百万円、借換債等の起債167億21百万円です。

　また、歳出予算の主なものは、流域下水道施設及び流域汚泥処理施設の整備を図るための建設費197億28百万円、維持管理費217億13百万円、公債管理特別会計への繰出金314億60百万円です。
■　大阪府営住宅事業特別会計

　この会計は、府営住宅事業について、人件費及び公債費を含むフルコスト管理とし、自律的な住宅経営を展開するために設けられているものです。
  平成26年度当初予算は、歳入歳出それぞれ985億56百万円で、25年度当初予算に比べて478億43百万円の減となっています。
　歳入予算の主なものは、府営住宅使用料416億99百万円、府営住宅債及び借換債の起債250億48百万円、建設費等の財源としての国庫補助金109億84百万円です。
また、歳出予算の主なものは、安全・安心でやさしく暮らせる住まいづくりと、地域力向上に向けたまちづくりの推進を基本的な考え方とした府営住宅の整備170億82百万円、大規模修繕を含む府営住宅の管理175億23百万円、公債管理特別会計への繰出金508億80百万円です。
■　港湾整備事業特別会計

　この会計は、港湾事業のうち収益事業の収支を経理するために設けられているものです。

　平成26年度当初予算は、歳入歳出それぞれ80億64百万円で、25年度当初予算に比べて11億89
百万円の増となっています。

　歳入予算の主なものは、港湾施設収入49億15百万円、公債管理特別会計からの繰入金19億51百万円、港湾整備事業債等の起債11億95百万円です。

　また、歳出予算の主なものは、堺泉北港汐見沖地区（泉大津フェニックス）や阪南港阪南2区において、土地利用に必要なインフラ整備を進めるなど、港湾施設建設を図るための港湾整備費及び港湾施設費9億93百万円、公債管理特別会計への繰出金54億21百万円です。
■　関西国際空港関連事業特別会計

　この会計は、関西国際空港関連事業を効率的に推進するために設けられているものです。
  平成26年度当初予算は、歳入歳出それぞれ214億78百万円で、25年度当初予算に比べて51億88百万円の増となっています。

　歳入予算の主なものは、一般会計からの繰入金32億28百万円、公債管理特別会計からの繰入金22億41百万円、借換債の起債144億99百万円です。

　また、歳出予算の主なものは、空港関連事業債の元利償還金等183億77百万円、公債管理特別会計への繰出金30億23百万円です。

 ■　箕面北部丘陵整備事業特別会計
この会計は、箕面北部丘陵整備事業（水と緑の健康都市事業）を効率的に推進するために設けられているものです。

平成26年度当初予算は、歳入歳出それぞれ70億56百万円で、25年度当初予算に比べて38億11百万円の増となっています。

歳入予算の主なものは、一般会計からの繰入金65億34百万円です。
　また、歳出予算の主なものは、水と緑の健康都市の整備を図るための建設費21億77百万円、地域開発事業債の元利償還金40億70百万円です。
■　不動産調達特別会計

　この会計は、公共施設用地等を先行取得するために設けられているものです。

平成26年度当初予算は、歳入歳出それぞれ60億67百万円で、25年度当初予算に比べて54億99百万円の増となっています。

　歳入予算の主なものは、不動産売払収入55億円です。

　また、歳出予算の主なものは、公債管理特別会計への繰出金55億67百万円です。
■　公債管理特別会計

　この会計は、府債の発行及び償還事務を行うために設けられているものです。

　平成26年度当初予算は、歳入歳出それぞれ1兆1,249億44百万円で、25年度当初予算に比べて436億45百万円の増となっています。

　歳入予算の主なものは、一般会計からの繰入金3,160億42百万円、大阪府営住宅事業や流域下水道事業等の特別会計からの繰入金1,108億43百万円、減債基金からの繰入金1,864億64百万円、借換債の起債5,109億2百万円です。

　また、歳出予算の主なものは、道路、河川、港湾、流域下水道、府営住宅、高等学校等の建設事業及び災害復旧事業の財源として発行した府債の元利償還金及び手数料等9,083億9百万円、減債基金への積立金1,901億11百万円です。
■　市町村施設整備資金特別会計

　この会計は、府内市町村の公共施設等の整備を促進するため、資金の貸付けを行うために設けられているものです。
　平成26年度当初予算は、歳入歳出それぞれ160億60百万円で、25年度当初予算に比べて53億34百万円の増となっています。
　歳入予算の主なものは、公債管理特別会計からの繰入金100億28百万円、貸付金元利償還金53億8百万円です。
　また、歳出予算の主なものは、義務教育・道路施設、その他の公共施設の整備のための貸付金20億円、公債管理特別会計への繰出金140億58百万円です。
■　証紙収入金整理特別会計
　この会計は、証紙による収入の方法により徴収した自動車運転免許証交付手数料、狩猟税などを整理するために設けられているものです。

　平成26年度当初予算は、歳入歳出それぞれ113億83百万円で、25年度当初予算に比べて4億6百万円の増となっています。

　歳入予算の主なものは、証紙売りさばき代金 113億83百万円です。

また、歳出予算の主なものは、一般会計への繰出金113億68百万円です。
■　母子寡婦福祉資金特別会計

　この会計は、母子及び寡婦福祉法に基づき、配偶者のない女子で、現に児童を扶養しているもの又は父母のない児童に対し、母子福祉資金の貸付けを行うとともに、子が満20歳に達したことにより母子福祉資金の対象外となった母子又は子どもがなく、かつ、配偶者を失った女子に対し、寡婦福祉資金の貸付けを行うために設けられたもので、その経済的自立の助成と生活意欲の助長を図ることを目的として、事業開始資金、住宅資金、修学資金などの各種資金の貸付けを行うものです。

　平成26年度当初予算は、歳入歳出それぞれ13億94百万円で、25年度当初予算に比べて4億71百万円の増となっています。

　歳入予算の主なものは、前年度繰越金7億58百万円、貸付金元利償還金6億円です。

　また、歳出予算の主なものは、母子及び寡婦に対する貸付金13億58百万円です。

■　中小企業振興資金特別会計

　この会計は、府内の小規模企業者等への創業や経営基盤強化を支援するために、公益財団法人大阪産業振興機構が実施する小規模企業者等設備貸与事業に必要な資金の貸付けを行うとともに、中小企業者等が実施する工場・店舗の集団化・共同化や共同施設の設置に必要な資金として貸し付けた中小企業高度化資金貸付金を管理するため設けられているものです。

　平成26度当初予算は、歳入歳出それぞれ26億92百万円で、25年度当初予算に比べて39億80百万円の減となっています。

　歳入予算の主なものは、一般会計からの繰入金84百万円、貸付金元利償還金20億40百万円です。

　また、歳出予算の主なものは、小規模企業者等設備貸与資金貸付金15億円、独立行政法人中小企業基盤整備機構に対する中小企業高度化資金貸付金に係る償還金7億59百万円です。
■ 沿岸漁業改善資金特別会計
　この会計は、沿岸漁業改善資金助成法に基づき、沿岸漁業従事者等に対し漁業経営の改善促進を図ることを目的として、資金の貸付けを行うために設けられているものです。

　平成26年度当初予算は、歳入歳出それぞれ39百万円で、25年度当初予算に比べて47万円の減となっています。

　歳入予算の主なものは、前年度繰越金16百万円、貸付金元利償還金23百万円です。

　また、歳出予算の主なものは、近代的な技術又は漁業活動の安全確保のための施設等の導入に必要な資金の貸付金39百万円です。

■　林業改善資金特別会計

　この会計は、林業・木材産業改善資金助成法に基づき、林業従事者等に対し経営の健全な発展、生産力の増大を図ることを目的として、資金の貸付けを行うために設けられているものです。

　平成26年度当初予算は、歳入歳出それぞれ17百万円で、25年度当初予算に比べて1万円の減となっています。

　歳入予算の主なものは、前年度繰越金13百万円、貸付金元利償還金3百万円です。

　また、歳出予算の主なものは、林野の林業的利用の高度化及び林業技術の向上を図るために必要な資金の貸付金16百万円です。

企　業　会　計　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

企業会計についても、先に述べた予算編成の方針を基本としながら、それぞれの会計の設置趣旨や目的に沿うよう十分に配慮して平成26年度当初予算を編成しました。

　その総額は、収入が339億1百万円、支出が406億56百万円で、平成25年度当初予算に比べてそれぞれ79億30百万円の減、11億12百万円の減となっています。

　各企業会計の予算額は、第8表のとおりです。
第　8　表
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平成２６年度 平成２５年度 平成２６年度 平成２５年度

当初予算額 当初予算額 当初予算額 当初予算額

（Ａ） （Ｂ） （Ａ） （Ｂ）

％ ％

収益的収支

944,107 794,130 149,977 118.9 1,133,417 1,007,802 125,615 112.5

大阪府中央卸売市場事業資本的収支

273,881 132,744 141,137 206.3 464,731 385,399 79,332 120.6

計

1,217,988 926,874 291,114 131.4 1,598,148 1,393,201 204,947 114.7

収益的収支

2,188,237 2,003,331 184,906 109.2 8,563,327 1,474,095 7,089,232 580.9

大阪府まちづくり促進事業資本的収支

30,495,000 38,901,000

△

 8,406,000 78.4 30,495,000 38,901,000

△

 8,406,000 78.4

計

32,683,237 40,904,331

△

 8,221,094 79.9 39,058,327 40,375,095

△

 1,316,768 96.7

収益的収支

3,132,344 2,797,461 334,883 112.0 9,696,744 2,481,897 7,214,847 390.7

合 計資本的収支

30,768,881 39,033,744

△

 8,264,863 78.8 30,959,731 39,286,399

△

 8,326,668 78.8

計

33,901,225 41,831,205

△

 7,929,980 81.0 40,656,475 41,768,296

△

 1,111,821 97.3

企 業 会 計 予 算

収　　　　　　　　　　入 支　　　　　　　　　　出

会　　　　計　　　　名

（Ａ）/（Ｂ） （Ａ）/（Ｂ）

差　引

（Ａ）－（Ｂ）

差　引

（Ａ）－（Ｂ）


■　大阪府中央卸売市場事業会計

　この会計は、地方公営企業法の規定に基づき、大阪府中央卸売市場事業に係る計理を行うために設けられているものです。

　収入予算額は、市場事業収益9億44百万円、市場事業資本的収入2億74百万円で、25年度当初予算に比べてそれぞれ1億50百万円の増、1億41百万円の増となっています。
　また、支出予算額は、市場事業費用11億33百万円、市場事業資本的支出4億65百万円で、25年度当初予算に比べてそれぞれ1億26百万円の増、79百万円の増となっています。
■　大阪府まちづくり促進事業会計
　この会計は、地方公営企業法の規定に基づき、まちづくり促進事業に係る計理を行うために設けられているものです。

　収入予算額は、まちづくり促進事業収益21億88百万円、まちづくり促進事業資本的収入304億95百万円で、25年度当初予算に比べてそれぞれ1億85百万円の増、84億6百万円の減となっています。

　また、支出予算額は、まちづくり促進事業費用85億63百万円、まちづくり促進事業資本的支出304億95百万円で、25年度当初予算に比べてそれぞれ70億89百万円の増、84億6百万円の減となっています。
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